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新潟県上越地方の工場分布に関する考察

一生産財工業を中心として

赤  羽  孝  之ホ

 （昭和63年10月22日受理）

要     旨

 本稿は上越地方における生産財工業の工場分布について考察したものである。その結果，工

業の立地因子・生産工程・分布形態などから四つに分類された。それらは原料地指向型工業・

電力指向型工業・市場指向型工業・労働力指向型工業の四類型である。原料地指向型工業とし

ては，青海町の石灰石に牽引された化学・窯業部門がある。これらはカーバイト化学・セメン

ト・化学肥料・白土・耐火煉瓦などの工業であり，戦前にこの地方に進出したものが，その後，

子会社・関連工場を派生させて企業集団を形成している。また電力指向型すなわちエネルギー

偏筒としてとらえるものには電炉工業としての金属精錬（鉄鋼・非鉄）などがあり，資本関係

でも化学・窯業部門と深く関係している。そして化学・窯業の場合も電炉・電解工業でもあり，

電力指向の性格を兼ね備えている。このような石灰石指向と電力指向の素材生産は，この地方

の資源と低料金の電力を求めて進出したものであり，その工場分布には原料地・電力・交通の

便・用水などの牽引力が働いて，青海町・糸魚川市・上越市直江津・新井市・中郷村など，こ

の地方の拠点的地点に立地している。労働力指向型工業すなわち労働偏筒としてとらえられる

ものには，高度成長期以降にこの地方に進出してきた機械系部品工業（電機機器・精密機器・

輸送用機器）・衣服・繊維・皮革などの工業がある。これらの工業部門は労働係数が大きく，労

働力とくに低廉労働力を指向する傾向が強い。従らで，工場も労働力の分布に応じて，この地

方の全域に分散立地している。市場指向型工業としては上越市高田の農業機械がある。現在で

は市場規模も生活圏以上に拡大しているが，もともとは農業地帯を消費市場として，地方都市

に成立するタイプの工業である。また農業機械を含む産業用機械工場には立地の歴史的慣性が

働いて，現在では低廉労働力の要因が強く作用している工場もある。このような工業は労働偏

俺としてもとらえられる。
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 筆者は赤羽孝之（1986）①で上越地方の工場分布について考察したが，それは消費財工業に関

してであった。本研究はその後半部として生産財工業の工場分布を考察しようとするものであ

る。生産財あるいは資本財を生産する工業の場合，経済循環の中での最終消費こ労働力の再生

産に向けられる消費財生産とは違って，その生産物は再び生産に投入されるのであるから，次

の消費財・生産財生産の生産手段を生産していることになる。このことは，生産財生産は次の

生産段階の労働対象としての半製品・中間製品（原材料・部品）か，または労働手段としての

生産設備（道具・機械）・財の運送手段（鉄道・各種車両・船舶）などの生産を行っていること

を意味している。

 立地論的にみれば，地方における消費財生産においては，その原料がほとんど輸入・移入原

料である現在の状況を考慮すれば，最終消費老＝地域住民を市場とした市場（消費地）指向の

傾向が強いことは明らかであり，当然のことながら地元消費市場指向型＝近在必要工業が多く

なる。これに対して地方に存在する生産財生産の場合は，この分野でも現在は移入・輸入原料

を利用することが多いが，輸入原料依存が本格化した高度成長期の以前から存立し続けている

生産財生産の場合，とくに生産財の中の素材生産の場合は，かつて，地方の資源あるいは石炭・

電力などのエネルギーを求めた原料地指向・エネルギー指向の側面が強く，そのような立地が

歴史的慣性で存続しているケースが多い。

 一般的に言って素材生産は鉱業・農林業などが提供する原料を一次加工する部門であり，高

次の加工段階とは違って，その原料は重量減損原料で減損分が多い。従って原料指数も1より

大きくなり，原料地を指向する傾向がもともと強い。また生産財の中の労働手段の生産は素材

生産とは違って，一般機械・電気機器・精密機器・輸送用機器あるいはその部品の生産であり，

とくに地方に立地している機械系の工場としては部品生産が主である。従って労働手段の生産

というよりも中間製品の生産が主体である。このような部品生産は高度成長期以降に地方に進

出・展開したものであり，市場指向・原料地指向では説明できない。なぜなら運送指向論の観

点からは，機械を組立てる最終工程はその製品の運賃率が原材料である部品の運賃率よりも大

きく，運賃率を加えた観念原料指数はユより小さくなり，主要市場である太平洋ベルト地帯に

立地することになる。従って部品生産の場合，」その主要市場も原料地も太平洋ベルト地帯とく

に大都市周辺であるから，地方の機械系工業の場合，原料地指向でも市場指向でもないことに

なる。ということは運送指向論では説明不可能になり，非運送指向論，とくに運送費極小地か

らの偏借として説明されなければならない工業部門として考えられる。

 なお，上越地方の生産財生産の主要工場についての聞き取り調査は1988年8月に行った。調

査工場数は10社であった。また各市町村の工場名簿をもとに新たに工場分布図を部門別に作成
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したが，分布図には最近接単位法のR値1〕を参考までに付した。

              2．原料地指向型工業

上越地方の生産財工業の中で原料地指向型の部門は化学・石油・窯業関係の工業が考えられ

        表1 上越地方における業種別・市町村別工場数（一部）    1983～85年

          上新       市町村

          越井

業種          市市

 無機有機化学     11化
 医療品       11学
 その他

石石油
碧練炭・豆炭      2
炭その他       1

窯セメント・コングり一ト15 3
董砕石・石工品     41
石その他       31

 鉄鋼・圧延      11鉄
 鋳物・鍛工      72鋼

 非鉄        2非
 伸銅品・電線     3 1鉄

金離帷童貞板金 3114
属
 その他       193

機農業用機械      49
械部品・その他    33

壷音響・照明・応用機器部品154
E目一

ﾊ信機器用部品    311機
 その他     1．1
望…船舶製造修理

而その他       21

精光学機器・部品
密その他       32

繊
 織物        7
維
 染色・その他    10

衣外衣・中衣・下着   204
服その他       7

度かばん・袋物
革その他

 市町村の位置関係は図1参照。
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各市町村の工場名簿より作成
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る。前論文でふれたように上越地方では石灰石・電力指向型の素材生産と労働力指向型である

機械系の部品生産が主要な生産財工業であり，地方在来型の食料品・木材などの消費財工業と，

これら生産財工業によって工業構成は基本的には構成されている（部門別の工業構成について

は前論文を参照されたい）。そこで，工場を牽引する上でこの地方の資源として最も重要であっ

た石灰石関係の工場から考察してみよう。その代表的部門は化学・窯業部門である。

 表に示されているように化学には医薬品の生産があるが（表1），この多くは消費財生産であ

り，前論文でふれたように，薬草という地場資源を指向した原料地指向型の工場立地である。

新潟県は薬草の豊富な地域であり，とくに蓬の産地になっている。かつては蓬から叉をつくる

工場が水車動力を利用して山麓部に多く分布していたが，その残存形態として考えられる。こ

れらは地元市場向けの生産ではなく，全国市場を対象にした生産で，しかも地場資源に依存し

た消費財工業と言えよう。

 表の申では無機・有機化学の工場が生産財工業になる。工場数は比較的少ないが，規模の大

きな工場が多く，その工場分布も上越市直江津・新井市・大潟町・頸城村・中郷村などに分布

している（図1）。従って原料地が工場を牽引して，そこに幾つかの工場が集積しているという

分布パターンではない。ということは石灰石のみが立地を左右しているのではないことを意味

している。また，これらの工場の製品の販売市場が全国あるいは海外にまで及んでおり，その

市場の規模から考えれば上越地方という規模の地域的範囲は原料地としてみなしても差し支え

ないとも言えるのである。上越地方へ素材生産の工場を牽引した石灰石資源とは，青海町の黒

姫山周辺の石灰岩地帯のことである。埋蔵量は海水面までの推定で約50億t，実際には無尽蔵

に近いと言われるほど豊富に賦存しており，その採掘量の9割はカーバイト・セメントの生産

に使われている。

 高度成長期以降，わが国の化学工業は輸入原油に依存した石油化学工業に大きく傾斜したが，

それ以前の化学工業は国内資源に依存した石炭化学とカーバイト化学であった。石炭化学工業

は石炭あるいは石炭を乾溜してコークスを作る際の石炭ガスやタールを原料にしたものであ

り，そのような石炭化学工業は北九州・北海道・常磐などの石炭産地に立地していたか，コー

クスを大量に使う製鉄所・都市ガス生産施設に牽引されて立地していたのである。また，わが

国は地下資源に乏しいと言われているが，石灰石に関しては比較的に豊富に賦存しており，・こ

の石灰石資源に牽引されてカーバイト化学工場・化学肥料工場・セメント工場などが立地して

いる。風巻義孝（1955）②・板倉勝高（1959）③・菊地一郎（1961）④⑤などが明らかにしているよう

に，このような地域としては九州の津久見・苅田．山口の美弥・宇部，福井の敦賀，高知の佐

川，滋賀・愛知県境の伊吹山近辺，埼玉の秩父，茨城から福島南部にかけての日立・常磐，岩

手の大船渡，青森の八戸，新潟の青海などがある。

 このようにわが国各地に石灰石はあるが，これらの工場にとって原料としての石灰石は基本

的には局地原料であり，しかも重量減損原料である。例はカーバイト化学の場合，石灰石と石

炭（コークス）を炉のなかで熱してカーバイトをつくり，カーバイトと水を反応させることに

よってアセチレンガスを取り出し，それからアセトアルデヒド・酢酸を作り，それらに塩素な

どを反応させて塩化ビニールなどの有機化合物を生産しているのである。従って主原料の石灰

石の重量減損分は100％に近い。そのぶん原料指数も大きくなり，工場は石灰石を指向して立地

することになる。すなわち原料である石灰石を運ぶよりも製品を運ぶ運送費の方が小さく，石

灰石の近くに工場は立地することになるのである。セメント生産の場合にはセメント1t作る
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のに必要な原料は石灰石1．2t，石炭O．1t，粘土O，2tであり，その重量関係から言っても石灰石

の立地牽引力が強い。従って局地原料で重量減損原料である石灰石産地に工場は立地し，副原

料の石炭や粘土を運ぶことになるのである。また菊地一郎（196！）・塩川亮（1980）⑥が指摘して

いるように，製品であるセメントは他の工業製品に比較して重量があり，しかも重量単位当た

りの価格・付加価値額が小さ・く，長距離輸送が困難である。従って個々のセメント工場は全国

市場を分割し，工場の周囲に自己の市場圏を形成し，レッシュ立地論のパターンをとって分散

立地している。た一だ，近年の輸送手段などの発達により市場は競争的になっており，大都市周

辺の立地が大市場に近いということから相対的に有利になってきている。
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 上越地方では石灰石指向のカーバイト化学として典型的なのが1921（大正10）年に設立され

た電気化学工業青海工場（青海町）である。ただしこの工場はセメントも作っている関係で分

類上は窯業に入っており，立地も窯業の分布図に示されている（図2）。黒姫山の石灰石を原料

としてカーバイトを作り，これから生まれるアセチレンガスを使用して酢酸ビニール・塩化ビ

ニール・クロロプレン・苛性ソーダなどの有機化合物を合成し，またその際に出る石灰乳（力

一バイトかす）や石灰石を原料としてセメント・化学肥料（石灰窒素・硫安）や耐火煉瓦など

を生産している2〕。その製品市場は関東甲信越・東海・北陸を中心として全国市場に出荷されて

いる。また海外への輸出も50ケ国に及んでいる。前論文で，その対象としている市場規模が生

活圏より大きく，しかも地場資源に牽引されて立地している工場で，原料指数が1より大きな

工場を原料地指向型（地場資源立地型）としたが，電気化学工業の場合は明らかにこの範疇に

入ると言ってよい。これ以外にも，化学部門では青海町の石灰石に牽引されて立地している工

場として信越化学直江津工場（頸城村），ダイセル新井工場（新井市），日本曹達二本木工場（中

郷村）がある。これらの工場の設立年次はそれぞれ1926（大正15）年，1935（昭和10）年，1932

（昭和7）年である。信越化学の製品は現在，化学肥料・農薬なども生産しているが，その主要

製品は苛性ソーダ・クロロメタンなど有機合成晶である。しかし，元々は石灰石を原料にした

石灰窒素を生産するために設立された工場である。新井市のダイセル新井工場もその主要製品

は酢酸エチル・酢酸ビニールなどであり，これも元々は力一バイトから生まれるアセチレンガ

スを原料にした化学工業である。日本曹達も原塩や石灰石などを原料にして各種金属ソーダ・

晒し粉などを生産している。また信越化学とダイセルの二社は現在では放棄しているが，以前

には青海町の石灰岩地域に石灰石の採掘場を所有して原料を得ていた。

 信越化学・ダイセル・日本曹達が青海町の石灰石に依存しながらも高田平野に位置している

のは，直江津がもっている交通の結節点としての機能，すなわち鉄道と道路の分岐点で，港湾

も兼ね備えていることによるものと考えられ，直江津における工場立地は積み替え地立地の色

彩が強い。佐藤元重（1954）⑦も言うように，新潟県における鉄道の発達史も関係し，1893（明

治26）年に県内で最初に開通した直江津起点の信越線：太平洋側と日本海側を結ぶ当時の幹線

鉄道の影響が大きいと考えられる。これら以外に原料地指向型として説明できる素材生産の工

場としては，日本海水化工直江津工場・第一工業製薬大潟工場（大潟町）などがある。前者は

布石・信越化学・ダイセルなどの出資により，海水からマグネシウムを抽出し，それと石灰乳

によりマグネシウムクリンカーを生産するために設立された工場である。後者は合成糊料・凝

固剤・酸化防止剤を生産しているが，原料は信越化学・ダイセルが生産する中間製品を使って

いる。同様な工場としてはシンエツ化成・新潟水素直江津工場・直江津アセチレン・曹水化成

などがあり，化学関係の大手企業はその周辺にこれらの関連工場を派生させて，一定規模の工

場集積を生み出している。そして個々の工場としてではなく，関連工場を含む工場集団として

原料地指向型なのである。

 石油・石炭関係では布石トッピングプラント（大潟町）が原料地指向型である。上越地方で

は1950～60年代前半に帝国石油によって石油・天然ガスの開発が推進され，多くの油井やガス

井が掘削されたが，それらで採取される原油を精製するために設立された工場である。石油一・

石炭関係では他に練炭・豆炭を生産する十全商会・ミツウロコ直江津工場があるが，これらの

工場は消費財生産であり，直江津港を使って石炭（粉炭）を輸入して製品を生産しており，原

料地指向型ではない。全国市場を対象とする企業の市場分割的な工場立地すなわち市場指向型
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として考えられる。なお糸魚川市などに分布する工場はゴム加工の工場である。

 石灰石に原料を依存した工業として窯業関係の幾つかの工場がある。電気化学の製品の一部

も窯業に属するが，窯業専業としては明星セメント（糸魚川市）や日本活性白土青海工場があ

る。かつては電気化学の系列の千代田セメントや東洋浩一性白土糸魚川工場もあった。明星セメ

ントは1958年に信越化学・昭和電工・日本カーバイトの出資によって設立され，日本石灰右開

発を吸収合併してセメントを生産している。白土工場は石灰岩地帯の白土を原料としセ石油精

製に使われる活性白土・酸性白土を生産している。これらの工場の製品市場は全国あるいは東

日本であり，市場規模と工場の立地点を考慮すれば原料地指向型の工場である。窯業・土石の

分布図の従業員規模29人以下の工場には土石関係の工場が多く，これらは各種コンクリート製

品・生コン工場であり，石灰石指向の窯業の工場とは立地パターンも異なる。前論文でもふれ

たように，これらは地元市場を指向した近在必要工業である。従って需要の分布に応じて工場

も分布している3〕。ただ姫川下流には原料の砂礫が豊富なことにより，糸魚川市には規模の大き

なものが幾つか存在する。

 マグネシウムクリンカー・耐火煉瓦などの生産は前述したようにアセチレンガスを取り出し

たあとの石灰乳の再利用であり，電化セメントの場合の原料の一部もそれである。従って，こ

の生産は副産物利用ということになる。ムダをはぶいて副産物まで利用する場合，工程全体と

しては減損分が出ないようにすることであるから，原料指数は1に近くなり，その観点から見

る限り工場の立地指向型は立地不定型に近くなる。しかしこの場合は水を大量に含む石灰乳の

方が製品より明らかに重量があり，原料指数も1よりは大きくなる。しかも原料の運賃率と製

品の運賃率を比べれば明らかに原料のそれり方が大きい。従って，この種の工場あるいは工程

は原料地指向型になり，原料地であるカーバイトを使用する工場の付近に立地することなるの

である。そして海水から取れるマグネシウムを副原料として使用する工場の場合はカーバイト

化学工場と海の両者に牽引されることになる。

 このように原料地指向型の工場としては，青海町黒姫山の豊富な石灰石資源を求めて，大正

～昭和初期を中心に県外から進出した大資本によって創業された素材生産の工場と，それから

後に派生した工場群としてとらえられよう。ただ高度成長期には，わが国工業はその原料をも

っぱら輸入原料にたよるようになったが，化学工業の場合もその原料を輸入原油に転換し，石

油化学工業が太平洋ベルト地帯に急速に発展した。現在わが国の化学工業の大部分は石油から

精製されるナフサなどを原料とした石油化学工業である。石油の方がその1単位重量当たり・

1単位費用当たりに含まれると炭素と水素の量が多く，しかも原料としては減損分が出ない純

粋原料であり，石灰石や石炭と比べれば運賃率も小さい（運び易い）などの長所をもっている。

このようにコストの側面でもかつての石炭やカーバイトは石油に劣っており，それらを原料に

した化学工業は生産費が割高になっている。そのような理由から，かつて国内資源に依存して

石炭化学やカーバイト化学の生産を行っていた化学メーカーは高度成長期に太平洋ベルト地帯

に拠点的に新規の大規模工場を立地させ，輸入原油を原料とする生産に転換している。そして

戦前に地方の資源を求めて立地した旧型の生産工程・生産設備をもつ工場の生産比率を可能な

限り低下させる一方で，生産は太平洋ベルト地帯の工場を主力にしているのである。このよう

なことから，国内の資源に依存していた地方での素材生産も，現在では中間製品を太平洋側の

主力工場で生産し，それを地方の工場まで運んで製品にし太平洋側に出荷したり，量産品では

なく特殊品に特化する傾向にある。このように戦前に地方の資源に牽引されて立地した化学工
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場は，現在ではその有利な立地条件が減退してしまっており，工場設備・技術・労働力などに

よる立地の歴史的質性が作用して，現在でも存続しているという傾向が強い。

 例えば，信越化学やダイセルの場合も，両者とも青海町の石灰石採掘場は閉鎖してしまった

し，前者ではカーバイト化学の比重を低下させ，有機合成品を中心に生産しており，また工場

施設の一部はシリコンなど電気機器に関連した金属精錬に転換した。また系列工場として信越

半導体を設立し，ハイテク部門の比重を大きくしている。後者の場合は，1968年にカーバイト

化学から石油化学へ転換し，現在は日本アルデヒド（千葉県市原市）で生産したナフサ分解に

よるアルデヒドを使用しており，1970年代に人員の配置転換や合理化を実施し，新井工場の規

模を縮小している。そしてこのような工場の合理化と生産規模の縮小はこのタイプの他の工場

においても見られることである4〕。

3．電力指向型工業

 現在，工業生産において使用されるエネルギーは電力にしても石油にしても，それらは広い

範囲にわたって運搬可能であり，そして国内のいずれの地方においてもその価格＝費用におい

ては大差はない。しかし立地点によるエネルギー費用の違いがなくなったのは，歴史上ではご

く最近のことなのである。現在，工場内では熱エネルギーとして石油を，運動エネルギーとし

て電力を使うことが多いが，電力について厳密に考えるならば，電気はエネルギーを運ぶ媒体

としての役割を果たしているだけである。水力発電の場合は落水のもつ運動エネルギrを，火

力発電の場合には石油が燃焼する際の熱エネルギーを，しかもそれぞれ一部分を電気エネルギ

ーの形でただ単に遠方に運んでいるだけである。従って電力とは形を変えた水力や熱である。

かつてわが国に西洋から近代工業が入ってきた当初の工場制工業の動力源は水力が使われるこ

とが多かった。このエネルギー段階では水力が運搬できないので，工場の立地点は水車動力が

利用可能な急流河川の沿岸に限定された。例えば，当時のわが国では器械製糸・製粉・製材な

どの工場は平野部よりも｝麓部・山間部に多く立地していたのであ乱そのような工場の立地

が急流河川の川岸から離れることが可能になったのは，石炭を使う蒸気機関が導入され普及す

るようになって以降であり，それでも石炭の移入に便利な港湾部や鉄道沿線に限られていた。

本格的に工場立地がエネルギー地点から自由になるのは，電源開発が進み送配電線網が発達し，

電動機が普及し，電力料金が地域的にも平準化してからである。

 一般にエネルギーの史的発達段階は人力・畜力・水力・蒸気力（石炭）・電力と石油の順を辿

ったと言われている。産業革命によって成立した工場制機械工業の場合は水力以降の段階を踏

んできた。後発資本主義国のわが国の場合には水力・蒸気力に依存した段階が欧米と比べて比

較的に短期間で終ったとされる。欧米においては人力（手工業）一水力一蒸気力一電力という

動力源の変化が当時の工場立地に大きく影響し，都市→平地農村→急流のある山麓部→港湾部

という変遷を見せたのである。例えばイギリスにおいては産業革命以降，綿工業・羊毛工業は

ペニン山脈などの山麓の急流部に集中し，石炭を使用するようになって以降は港湾部・運河沿

岸などに移動した。またアメリカ合衆国では綿工業はニューイングランドの山間部から臨海部

へ，さらに南部へと移動したし，アパラチア山脈東麓の滝線は製粉業がかつて発達したことで

有名である。これらのことについては小原敬士（1965）⑧に詳しい。
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 さて上越地方においても，このような地域的なエネルギーの偏在，とくに水力によって工場

の立地点が影響を受けていた時期があったはずであり，立地の歴史的慣性が作用して，そのよ

うな工場立地の一部が現在まで存続している可能性がある。現在，上越地方の工場で水力を直

接使っている工場はほとんど残っていないが，わずかに山間部に又工場が水車動力を電力と併

用して残っている。これは消費財工業に属する，が，以前は上越地方では又生産が盛んで山間部

や山麓部に多くの水車工場が分布していた5〕。現在ではそのような水車工場がほとんど消滅し

てしまっており，辛うして牧村などに残っている。また，もし水力発電所を工場として考える

ことができるならば，その立地点は河川沿いで山間部の落差の得られる地点かダムの建設可能

な地点であるから，これらは明らかに水力立地である。

 前述のように全国的な送配電網が完成して以降に，工場の立地はエネルギーから自由になっ

たが，それ以前の過渡的な段階として発電も送配電も地方的な時期があった。すなわち電力が

あまり遠方まで運べず，それ故その地方の中での需要をしか対象とし得ず，一定の範囲内で電

力の生産と消費が完結していた時期である。それは，わが国では大正～昭和10年代で，電源開

発期から戦時に至る時期である。現在のように送配電網が完備していて地域的な電力料金に大

差がないのとは違い，当時は地域ごとにかなりの料金の違いがあったのである。水力発電は一

般に河川の水量や地形などの自然条件に大きく影響を受けるが，新潟県も含めた北陸地方は，

その背後にわが国の背稜山脈が走り，冬期の積雪量も多く，水力発電には格好の自然条件を持

っている地方である。この豊富な水力＝電力に恵まれて，電源開発の時期には余剰電力・特殊

電力が多く生産され，電気料金も国内他地方より安く，その低料金の電力を求めて県外の工業

資本が進出してきたり，電力会社自らが電気を大量に消費する素材型の工場を設立している。

そのような工場として上越地方においては鉄鋼・非鉄部門の工場があり，前記の化学部門の工

場もこのような性格を持っているのである。

 ところでウェーバー工業立地論は，非運送条件を一定とする運送指向論を中心に，それを非

運送条件とくに生産費を一定としない非運送指向論が補完するという形をとっている。前者で

は工場の立地指向型は，原料指数すなわち製品重量に対する局地原料の重量の比によって基本

的には決定されるとしている。そこで，工場内で使用されるエネルギー（燃料・動力）は立地

論の観点からどのようにとらえたらよいのであろうか。石油・石炭・薪炭など持ち運べるもの

は，素材としてではなくエネルギー源として使われる場合にも，原料の一種としてとらえられ

てきた。すなわち減損分100％の重量減損原料として見なされ，従って原料指数を構成してい

た。しかし電力や水力の場合には，重量としてはとらえられないし，物財ではないので原料と

しては考えにく一い。従ってこの場合は運送指向論ではなく非運送指向論で，すなわち生産費一

定という前提条件を解除して考えなければならない。生産費のなかの動力・燃料費が地域的に

相違しているのである。立地的観点からは，原料と製品g運送費や運賃率によって決定される

運送費極小地から低費用によって離れて立地する，という『偏借』として考えることになる。

現在では偏俺の典型として労働偏借があるが，かつてはエネルギー偏椅があったのである。電

力・水力による費用節約分に相当する臨界等費用線の内側にあって，その総費用が最も安くて

済む地点（エネルギー地）に運送費極小地から偏借して工場が立地する，として把握すること

になる。。そして電力費ノ製品重量を電力指数，電力指数／立地重量を電力係数と呼ぶが，この係

数が大きいほど工場は電力地に牽引されて立地することになる。

 山崎静雄（1972）⑨，新潟県社会科教育研究会（1978）⑱に明らかなように，上越地方の電源開
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発の時期は大正～昭和10年代である。昭和17年に日本発送電卿に統合されるまでは，この地

方は中央電気（前身は上越電気）の管轄であり，電力の発送配電が地域内で完結的であった。

明治末期から地元の中央電気一 ﾆ長野県の信濃電気によって上越地方の電源開発が進められ，ま

たその過程で中小の電気会社の吸収合併が繰り返されている。水力発電所は関川水系を中心に

明治期に2，大正期に5，昭和期（戦前）に9，合計16ケ所が建設され，現在でも稼動中のもの

は‡5ケ所である。そしてこれらの電力会社は開発当時には地元に電力需要が乏しかったことか

ら，自ら積極的に農村の電化を押し進めたり，電力を消費する工場を自ら設立したり誘致して

消費推進を行っているのである。

 電力消費型の工業とは電気分解による工業生産（電解工業）や電気炉による工業生産（電炉

工業）であり，部門では化学・金属精錬・窯業などである。これらの工業は電力係数の大きい

工業の典型である。当時の上越地方の産業用電気料金は国内他地方に比べて1／3であった。こ

のような低料金の電力に牽引されて素材生産の工場が幾つか誘致されたり創設されている。金

属精錬の電炉工業（合金・特殊鋼などが多い）としては中央電気工業田口工場や第一電工（妙

高高原町）が，また同様の工場として太平洋金属・日本ステンレス（上越市）がある。中央電

気工業は乾電池などに使われるフェロマンガンを生産しているが，1909（明治42）年に設立さ

れたものを1934（昭和9）年に中央電気が買収し直営工場としたものである6〕。また第一電工も

エナメル線を生産するために1932（昭和7）年に設立されたものである。太平洋金属・日本ス

テンレスも1932（昭和7）年と1934（昭和9）年に日本曹達と中央電気の資本により設立され，

鋳鋼品とステンレス鋼板を生産している。これらの工場は電炉工業であり，図にも示されてい

るように電力の得られる地点や他の原料の確保や製品の運搬を考慮して直江津に立地．している

（図3）。また化学工場同様にこれら大手企業はその周囲に関連工場を派生させており，日本ス

テンレスエ材・丸瓦商会・山本産業（上越市）・ダイセル新井ケミカル（新井市）などが中間加

工を行っている。また，田辺化工機（糸魚川市）のような電気炉専門メーカーも生まれている7）。
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 また当時から，カーバイト・セメントなども電気炉で石灰石とコークスを熔融して作ってお

り，塩素や水素も塩水の電気分解から作っているのである。従って前述の電気化学・信越化学・

ダイセル・日本曹達などの化学工場も電力消費型の電解・電炉工業なのであり，実際，．電気化

学は海川・姫川・青海川水系に11ケ所の自社の水力発電所と火力発電所1ケ所・廃熱発電所1

ケ所を所有し，ほぼ13万kwを生産して消費電力の58％をまかなっている。同様に日本曹達は

八代川水系と渋江川に4ケ所の自社用水力発電所をもって，そこで生まれる・電力を現在でも使

用しているのである（このような電力指向型の化学・窯業部門の工場立地については風巻義孝

（！954）が歴史的形成過程と立地条件についての分析を行っている）。

 また化学・鉄鋼などの素材工業は装置工業であり，生産工程で多くの水を使い，電力と合わ

せて水資源も確保していることが多い8〕。例えば電気化学の場合，一日に7．5万立米の水を採取

しており，田海川・青海川の河川水や伏流水を利用している。このようにこれらの化学工場は

労働力・工場設備による歴史的慣性だけでなく，水力発電と用水による慣性も強く働いている

のである。そして鉄鋼・非鉄・化学などの工場が上越地方の中で一ケ所に集中しないで分散的

であるのは，それぞれの工場に働く電力・石灰石・交通の便の牽引力に相違があることだけで

なく，水力＝電力や水資源が分散的であるからであろう。

 そしてまた化学工場と同様に，上記の鉄鋼・非鉄関係の工場も高度成長期以降その立地条件

が減退し，生産規模を縮小させており邊〕，立地の歴史的慣性が働いている。上越地方において現

在，地域内で生産される電力は地域内での需要量全体の約1／4になっており，その不足分を只

見川・信濃川水系などより受電している。また地域的な電力料金の格差が戦後なくなったり，

火力による発電が水力のそれを大きく上回るようになっておりm〕，発電そのものが水力地から

解放されてしまった。従って現在では安い電力料金による立地メリットは消滅しており，国内

では新規の電力立地・というものはほぼあり得なくなっている。

 以上のように上越地方の電力指向型の工業の多くは戦前に立地した工場が多い。しかし戦後

にもこのタイプの立地が存在する。それはアルミニウム精錬である。上越地方においては戦後

の1950～60年代前半に帝国石油によって天然ガスが開発され，現在ではその生産量は少なくな

っているが，一時は天然ガスが大量に採取された時期があった。この天然ガスを求めて1961年

に上越地方に進出してきたのが三菱化成直江津工場である。この工場は1960年代後半から70

年代前半まで稼働率が高く，1966年には年産10万tの生産能力を持った日本で最大規模のア

ルミ精錬工場になったほどであった。しかし，アルミ不況の1981年に生産を中止し，引き揚げ

ている。この工場が行っていたアルミニウム精錬は電力係数の大きな工業の典型である。

 一般にアルミニウムの生産工樹ヰニつに分けられ，前段階ぽボーキサイトからアルミナを，

後段階はアルミナからアルミニウムを作る工程である。前段階での重量減損は50％以上であ

り，ボーキサイトの産地に引き寄せられる傾向をもつが，後段階のアルミニウムを作る段階は

電気分解であり，1tのアルミを作るために1．9tのアルミナと14500kwhの電力を必要とす

る。原料指釦ま1以上であり，一その限りではアルミナ工場の立地牽引力が働くのである一が，多

量の電力を必要とすることから，また製品であるアルミは重量当たりの付加価値・価格が高く，

運賃負担力があることもあっ・て，工場は電力地に立地することになる。実際，わが国のアルミ

工場は蒲原・大町・喜多方などの電力地に立地していた。三菱化成直江津上場も豊富に採れた

天然ガスを燃料にした火力発電による低コストの電気が使用できるということから進出してき

たものである。そしてオイルショック後，わが国のアルミ精錬が衰退したのは，原油価格が高
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騰したことから火力発電の原価が高くつくようになり，電気料金が国際的に割高になったこと，

円高によって輸入アルミの価格が安価になった．ことによる。オイルショック以来，アルミ精錬

は北欧・カナダなどの電気料金の安い国や，電源開発が進められていてボーキサイトも採れる

途上国へ国際的にも立地が移動しているのである。なお分布図にある直江津周辺の非鉄金属の

幾つかの工場は三菱化成の関係で立地したものである。

 しかし天然ガスは熱源としてのみ使われている訳ではなく，石油・石炭と同様に炭化水素で

あることから、化学工業の原料としても使われており，頸城ガス田の天然ガスは60年代より電

気化学や日本曹達・ダイセルなどにもパイプで送られており，化学製品の原料や燃料として使

われている。その意味でも，これらの工場は再び原料地指向型なのである。化学・鉄鋼・非鉄

などの素材生産は装置工業であり，工場内部でも数種類の製品を作る各工程が有機的に結合し

合っている。また工場間においても相互に結合しており，原科・燃料・中間製晶一・副産物ある

いは港湾・用水などの施設を通じて有機的に関連し合い，コンビナート化される性格を持って

いる。これは集積論の観点からは偶然集積ではなく，集積による費用節約＝集積の利益に基因

する純粋集積であり，規模の利益（内部経済）というより多数の企業が近接して立地する社会

的集積（外部経済）の利益によるものである。このように上越地方においても素材生産の各工

場は有機的！こ結合し合っており．・大都市周辺の工業地帯ほど大規模ではないにしてもコンビナ

ート化されているのである。

4．市場指向型工業

 これまでに取り上げた工業部門は生産財工業の中の素材生産の諸工場であったが，これら以

外の生産財工業として機械およびその部品生産の工場がある。上越地方においてはそれらの部

門としては，農業機械などの一般機械と電子部品などの電気機器が主要なものである。まず一

般機械についてであるが，その工場分布図に示されるように高田平野に工場は多く，都市部と

主要国道沿いに分布していることがわかる（図4）。これらの機械工場め集積の核としての役割

を果たした農業機械についてまず述べよう。この地方には農業機械の完成品メ」カーとして犬

島農機・篠宮農機・佐藤製作所があり，その製造品目は籾摺機・乾燥機・脱殻機・トラクター・

コンバイン・草刈機・除雪機・土木建設機械などである。近年，その製品も農業機械以外の産

業用機械や民生用機械あるいは部品なども生産するようになってきているが，元来は農業地帯

を市場にした農機具生産であった。

 立地論的には農業機械の生産は農具の生産と同様に市場指向の工業である一。一般的に機械の

組立生産は，その原料は中間製品としての部品であり，それは重量減損原料ではなく純粋原料

である。従ってその原料指数はユに近く，指向型は立地不定型である。ただ運賃率については

原料である部品の運賃率より一も組立てた機械のそれの方が大きい。すなわち部品を運ぶより完

成した機械を運ぶ方が単位距離・単位重量当たりの運賃が高いのである。従って運送費極小地＝

工場の立地点は市場となる。農業機械の場合，その市場は地方の農村地帯であるので，農業生

産の盛んな地方の中心都市が立地点として好条件を持つことになり，またその方が顧客に関す

る情報の収集つまり顧客との接触の利益も同時に満たすことになる。アメリカ合衆国では農業

の発達している中西部を市場としてシカゴ・セントルイス・カンザスシティなどにこの種の工
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業が立地している。このようにわか国においても農機具メーカーとくに中小のメーカーは地方

中心都市に立地し，周辺農村部を自己の市場圏．として発達したものが多い。上言己の3社とも大

正～昭和初期に上越市や三和村の農民が創始したもので，馬耕鋤・稲扱機・籾摺機などを作っ

ていたものが，高田に工場を移して規模を大きくしたものである11｝。

 また一般に機械工業は多くの部品を組み立てる集成（アセンブリー）工業であり，多くの部

品や工程を必要とする。従って親工場一下請工場という階層的企業構造をつくり，組立工場を

中心にして部品工場・関連工場（板金・プレス・メッキ・鍛造・鋳造など）が派生しているこ

とが多い。上越地方においても表1に見られるように，このような中小の下請・関連工場（機

械・金属部門）が農機具工場や鉄鋼・非鉄関係の工場を中心として一定規模で都市部に工場が

集中しているのであり12〕，とくに機械関係の工場は竹内淳彦（1973）⑪・板倉・井出・竹内（1973）⑫

が指摘するように，特定地域に集中して地域的コンプレックスを形成することが多い。例えば

大島農機の場合，外注下請工場を市内に約50社，柏崎などの県内に約20社もっている。また

これらの工場は篠宮・佐藤の仕事も受注している。また多くの機械工場は農業機械以外の部門

の部品生産・機械修理もしており，分布図の中の中小企業の工場の多くはこのような外注下請

工場である。この点が労働力指向型の電気機器関係の部品工業と違う点であり，親工場一下請

けの関係は一般機械の場合には流動的で生産工程上での企業連関的色彩が強く，設備投資節約

の要因が作用しているのに対して，電子部品（電機）の場合には親工場一下請けの関係は固定

的であり，下請工場網を地域に広く展開させることによって労脚力を確保するという労働力吸

収の要因が強く作用していると考えられる。

 近年，わが国の農業機械の分野ではヤンマー・久保田・井関などの大企業が直販店網の展開

をはかって市場占有率を上げてきており，とくに需要の大きなトラクター分野では地方のメー

カーは太刀打ちできなくなっている。このことによって地方の市場にこれまで依存してきた中

小の農機具メーカーは市場占有率を落としており，倒産・吸収などが見られる。また存続して

いる中小メーカーの場合，その製品を特定分野に絞って特殊化・専門化するか，農機具以外の
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分野へも進出していることが多い。上越地方の三社においても籾摺機に特殊化したり，除雪機

や土木建設機械・産業用機械の部分品生産に進出しており，県外の機械関係の大企業からめ受

注生産も行っている。

5．労働力指向型工業

 労働力指向型工業とは，安い労働費によって運送費極小地より偏借している工業のことであ

る。上越地方では産業用機械の工場として理研製鋼（柿崎町，図表では鉄鋼に入っている）が

あるが，農業機械同様，その下請工場も頸北地区に分布している。この工場は，柏崎の理研が

戦時中に軍需生産の規模拡大を図る際に土地と労働力を求めて，柿崎町の工場誘致策に応じて

進出してきたものである。県内では機械工業の集積地として長岡市があり，全国的にも集積地

として認められている。佐藤元重（1959）⑬も指摘しているよう一 ﾉ，これらの産業用機械工業は

新潟鉄工所を中心にした企業集団であり，元々は明治・大正期の県内での石油採掘に関係して

石油採掘機械の修理・製作から一始まったものである。理研も長岡市の機械工業集団との関係が

強く，従ってこれらの産業用機械工業は当初においては地元市場指向型の機械工業として考え

られる。しかし戦前から石油関係以外の産業用・輸送用機械を生産したり，軍需生産をしてい

たことから，現在では土地・工場設備・技術・労働力などによる立地の歴史的慣性が働いてい

ると考えられよう。理研は現在ではベアリ！グ鋼中間加工・ドリル刃の生産をしており・その

主要市場は関東・中京を中心にして太平洋ベルト地帯である。従って地元に市場も原料もない

のであるから近在必要工業のような市場指向型とも，原料地指向型とも言えない。従って市場

指向型ではあるがその市場規模が大きく，市場圏の中で労働偏僑していて，立地の歴史的慣性

が働いている工場として理解できよう。また図5には輸送用機械も示されているが，上捧市に

はブレーキを作っている直江津軽金属がある。これは三菱化成のアルミに牽引されて長野県か

ら進出した工場であるが，部品の生産であり，次に説明する電子部品の工場立地と類似してい

る。図では名立町から糸魚川市にかけての臨海部に小規模な輸送用機器の工場が分布している

が，これらは造船所である。これらについては前論文でふれたように漁船の製造修理がほとん

どであり，生産財工業ではあるが地元市場を対象にした近在必要工業である。

 電気機器については，上越地方の工業構成においてこの部門は1970年代からその構成比を急

速に伸ばし，現在では出荷額比率でも約20％を示し，すでに主要な工業部門になっている。こ

のように上越地方の電機工業はごく最近になって発達した工業であり，その多くは他地域から

の進出工場である。この地方に進出した工場は昭和44～48年が多く，この5年間で47社を数

えている。これらの電機工場の製品はリレー・コイル・スイッチ・トランス・IC・テープレコ

ーダー部品・コンデンサー・電球などの部門や部分組立が多く，完成品の組立工場は少ない。

他のタイプの電機工場としては信越化学から派生した信越半導体・直江津電子などの電子材料

の工場がある。精密においては時計部品・レンズ加工・医療機器部品などの部品工場が多く，

電機と同様の工場が多い。一般に電機・精密の完成品組立工場は太平洋ベルト地帯とくに大都

市周辺部に立地していることが多く，地方のこの関係の工場のほとんどは部品工場である。こ

れらの部門の工場は臨海部から山間部，西頸城から東頸城まで広範囲に分散立地しており、相

対的に平野部に多いが山間部などにも分布している（図5）。
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 立地論的に考えれば，原料地は各種の素材生産が多い太平洋ベルト地帯であり，市場も組立

工場の多い太平洋ベルト地帯のはずである。従って原料と製品の運送費すなわち運送指向論で

は説明不可能である。ということは，運送指向論で考え得る運送費極小地から離れて工場が立

地しているのである。そしてその偏椅の要因は労働費＝賃金である。一般に機械部品の生産は

労働集約的工程が多く，生産費の中に占める労働費部分の比率すなわち労働係数が大きい。し

かもそのこξから単位重量当たりの付加価値も大きく・運送費をあまり苦にせずに運送費極小

地から労働偏俺する傾向が強い。ということは臨界等費用線がかなり広い範囲にわたって走っ
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ており，その内部で比較的自由に賃金の安い労働地を選択できることを意味し，立地不定型あ

るいはフットルース的性格を強く持っていることを意味している。そして低廉労働力は一般に

地方の農村部に潜在しており，それを求めて部品工業は高度成長期以降，地方に広く展開した

のである。このように上越地方の電機工場も基本的には労働力指向型なのであり低廉労働力に

牽引されて立地しているのである。ただ工場によっては用水などの立地条件も立地点の選定の

際には作用しており，例えばIC・LSI生産をしている松下電子新井工場の場合は労働力の確保

と扇状地末端部の豊富な伏流水が主要な立地条件である。

 この分野においても階層的企業構造をとることが多く，親工場・分工場・子会社・下請工場・

内職という階層を構成することが多い。例えばリレー・磁気ヘッドを生産する共栄電工の場合，

本社は長野県岡谷市にあり1973年に柿崎町に工場を進出させ，その後分工場5社をこの地方に

展開させ，外注下請工場をユ5社ほど持っている。赤羽孝之（1980）⑭で述べたように，この工業

は低廉労働力を指向する傾向が強いので，労働力は全般的に女子労働力の比率が高くなる。そ

して比較的に規模の大きな分工場・子会杜の場合は若年女子に，中小規模の下請・再下請工場

の場合には主婦労働力に依存し，内職者はほとんど主婦である。そして低廉労働力とくに主婦

労働力は通勤距離が短く，工場が地域内に広く分散立地しなければ吸収できない一性格の労働力

なのである。従って比較的に規模の大きな分工場・子会社は中心都市に立地するが，下請工場

は地域全体に分散し，階層的企業構造を地域全体に拡げることによって労働力を確保している

のである。すなわち，電子部品・精密部品工場は階層に対応する形でその依存する労働市場が

規定され，その労働市場に応じて通勤圏（労働市場圏）の規模が規定され，通勤圏の規模に応

じて各工場は分散立地することになるのである。その意味で，地方都市を中心にぞ・の周囲に農

山村が広がるという地域の構造に適応して，階層的な工場組織・生産体系を配置しているので

あり，工場の分布パターンが分散的なのはこのような理由によっている。

 電機・精密の工場分布は分散的であるが，新井市・板倉町などの頸南部や柿崎町などに工場

は多く，上越市・大潟町などには相対的に少ない。これは部品工場は低廉労働力を求めて立地

する傾向があるので，すでに他部門の工場集積が見られる地域を敬遠し，労働力確保で競合す

ることを避けているためであろう。一般にこのタイプの工場は工場の進出が未だ見られない地

域に進出してゆく傾向をもつ13〕。上越地方への進出工場の約3割は東京に，2割は長野県に本社

をもっており，電機工業が発達している長野県などでの工場集積が進み，賃金水準も高くなっ

たために上越地方に進出してきたものと考えられる。そして上越地方の中でもそれまで工場が

少なかった頸南地区を中心に分散しているのである。ただ近年，赤羽孝之（1986）⑮でも指摘し

たように“国内市場での開発途上国の部品との競合関係などにより，生産性アップを各企業が

図っており，工程の機械化・自動化が推進され，高付加価値の技術度の高い部品生産に国内で

は転換しつつあり，農村工業的一性格は弱まり，女子労働力比率・主婦労働力比率も減少しつつ

ある。そのようなことから農山村部の小規模な工場は減少を示す傾向にある。

 このような電機・精密と同様な労働力指向型工業として衣服がある（図6）。図に示されてい

るように工場分布は分散的であり，山間部にも工場は多い。この部門は消費財工業であるが，

上越地方の衣服の工場は電機と同様に高度成長期以降に他地域から地方の低廉な女子労働力を

求めて進出してきたものであり，その工程のほとんどは縫製である。製品としては紳士服・婦

人服・学生服・子供服・外衣・シャツ・下着・セーターなどである。この部門も電子部品と同

様に労働集約的で労働係数が大きい。またその製品も重量に比して付加価値が大きく運賃負担
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力がある。従って運送費極小地から比較的自由に労働地を求めて偏椅する傾向をもつ。赤羽

（1983）⑯で述べたように，衣服工業には大都市に集中するものと地方に進出するものがあり，

前者は技術をもった熟練労働力によるファノンヨン的な高級品て多種少量生産型であり，後者

は系列・下請工場が多く未熟練な主婦労働力による量産型である。後者のタイプの衣服生産は

低廉労働力を求めて国内だけでなく海外の途上国にまで進出した分野である。上越地方におい

ても高度成長期以降にこのような理由から進出した農村型の縫製業が女子・主婦労働力を求め

て分散的な立地パターンを示しているのである。ただ電子部品と同様にこの部門も途上国製品

と国内市場で競合し，より付加価値の高い中・高級品に移行する傾向をもち，受注ロットも小

さくなり多種少量生産化する傾向にあることから，技術度も高くなってきており，未熟練な農

山村の主婦労働力では技術の高度化に対応できるかどうかという不安をもっている。

 また繊維については，上越市には細幅織物関係の工場が，東頸城郡の東部には十日町織物の

外注工場が幾つがあり，前論文でもふれたようにこれらは地場産業としてとらえられる。しか

しその他の繊維関係の工場の製品はメリヤス生地及び製品・手袋・パンストなどセあり，その

製品からも衣服と同様の部門であり，工場分布も分散的なパターンを示している。．また皮革の

場合も，製品はバッグ・袋物・革靴・スポーツシューズなどを作っている工場であり，表1に

示されるように工場は少ないが分散しており，縫製業と類似の部門として考えられよう。

6． ま  と  め

 本稿は新潟県上越地方における生産財工業を中心とした工場分布を考察しようと試みたもの

である。前論文であつかった消費財工業の場合には，中心都市と周辺農山村との関係を視点と

して工場の分布を考察したが，生産財工業の場合はそのような視点は有効ではないということ

から使わなかった。それは，消費財生産の場合は地元住民の需要を対象にした市場指向型の近

在必要工業が多かったからである。最終需要は人口分布あるいは世帯分布に応じて分布してい

るから，その工場分布は中心都市に集まりながらも分散していたのである。また地場産業の場

合は流通機構・組合などを中心として都市に工場は集中していた。このような人口分布に応じ

た工場の分布パターンは，生産財生産の場合には，高度成長期以降にこの地方に進出してきた

労働力指向型の機械系工業・衣服などが相当する。電機・精密などの部品工業は消費財生産の

ように需要＝人口ではなくて，労働力＝人口を指向して分散的な分布パターンを描いていた。

労働力とくに低廉労働力は世帯の分布に応じて分布しており，それを確保・吸収するために部

品工場も分散していた。そして労働力確保の競合関係を避けながらも，人口の多い地域を中心

にして山間部まで分散していたのである。また生産財の生産ではないが衣服・繊維の一部・皮

革もまったく同様の理由から分散的な分布パターンを示していた。

 市場指向型工業としては上越市高田の農業機械があった。現在では市場規模も生活圏以上に

拡大しているが，もともとは周辺の農業地帯を消費市場として，地方都市に成立するタイプの

工業である。その意味では，市場の規模が拡大しているが，かつての鍬・鋤・鎌などの農具の

工業生産と基本的には同様の立地類型なのである。また農業機械以外め産業用機械工場には立

地の歴史的慣性が働き，低廉労働力の要因が強く作用している工場もあった。このような工業

は労働偏俺としてとらえられるが，農業機械の部門もこのような低廉労働力によって支えられ
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ている側面もあり，歴史的慣性が働いていると言える。

 生産財工業には，これら労働力指向・労働偏椅タイプのパターンとは違って，原料地指向型

と電力指向型（エネルギー偏借）としてとらえられる部門があった。地元の資源に牽引された

原料地指向型としては，青海町の石灰石に指向した化学・窯業部門があった。これらは石灰石

を原料とするカーバイト化学・セメント・化学肥料・白土・耐火煉瓦などの工業であり，戦前

にこの地方に設立されたものが，その後，下請・関連工場を派生させて企業集団を形成してい

た。また電力指向型すなわちエネルギー偏椅としてとらえられるものには電炉工業としての金

属精錬があり，資本関係でも化学・窯業部門と深く関係し，また同様に関連工場を派生させて

いた。そして原料地指向型の化学・窯業の場合も電炉・電解工業でもあり，電力指向の性格を

兼ね備えていた。

 このような石灰石指向と電力指向の素材生産手ま，戦前に，わが国工業の素材生産の国産化が

推進され，地方の電源開発が積極的に推進された時期に，この地方の資源と低料金の電力を求

めセ進出したものか，電力会社自らが需要をつくるために設立したものである。それらの工場

は比較的に規模も大きく，関連工場なども派生させて一定の工場集積を生み出しており，これ

らの工場集団全体として原料地指向・電力偏借としてとらえられるのである。そして，その工

場分布には原料地・電力・交通の便（港・鉄道など）・用水などの牽引力が働いて，青海町・糸

魚川市・上越市直江津・新井市・中郷村など，この地方の拠点的地点に立地していた。

 これらの工場は，高度成長期以降のわが国素材部門の国内資源から海外資源への転換＝輸入

原料依存や低電力費のメリット解消によって，その有利な立地条件が減退しており，工場設備・

技術・労働力・自家発電の電力・用水などによる立地の歴史的慣性が働いて存続している傾向

が強い。実際すでに規模を縮小していたり，主要製品の転換をしている工場も多かった。
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AStudyontheDistributionofFactories
in the Joetsu District，Niigata Prefecture

Producers’Goods Industry

Takayuki AKAHANE

SUMMARY
    This study aims at an analysis ofthe distribution of factories which are concemed with

producers’goods industry in the Joetsu district．Fouowing results were made clear by this

stuby．Factories of the producers’goods industry are c1assified into four types．They are

the local material－oriented industry，the electric power－oriented industry，the market－

oriented industry and the labor－oriented industryl The local material－oriented industry

includes chemicals and a11ied products，ceramics such as cement and irebricks．Electric

power－oriented industry inc1udes non－ferrous metals and steel works such as sme1ting，

casting，ro11ing．These two types are carbide chemicals and electrothermic electro1ysis

industries．The market－oriented industry incIudes agricultural machinery and equipment，

briquettes and briquette ba11s．The labor－oriented industry includes parts industries of

industrial machinery，e1ectrical machinery，transportation equipment and precision machin－

ery．And this type industry indudes knitting mills，appare1and other inished products

made from fabrics，leather products，handbags，thoug these belong to consumers’goods

industry，

    In regard to the distributive form of factories，the factories of the1ocal materia1－

oriented industry and the e1ectric power－oriented industry are located on materiaI sites or

past electric power sites or sites which are convenient to transpot．These年actories are

1ocated on the prindpal positions in this district．The factories of the market－oriented－

industry are located in the centra1town or the town near the seaport－The factories of the

1abor－oriented industry are scattered according to the distribution of1aborers，esPecia11y

cheap1aborers．Therefore，though factories crowd in the central town，they are dispersed

in the rura1area widely．


